
 

 

 

 

 

 

［調査様式］ 
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（１）調  査  時  点 平成２４年３月３１日現在

（２）調査対象業種 別表「食品産業業種区分」の１５業種

（３）金 額 の 単 位 百万円（単位未満は四捨五入）

（４）年 度 の 区 分 会計年度（４月１日～３月３１日）を原則としま

す。なお、これにより難い場合は、貴社の本決算

の属する年度としてください。

（５）提 出 期 限 平成２４年８月１５日（水）

（６）提   出  先 〒100-8950　東京都千代田区霞が関１－２－１

　農林水産省食料産業局食品製造卸売課

　※　（同封の返信封筒をご使用ください。）

電話　０３－３５０２－８１１１（代表）

　　内線　４１１２

　　　　０３－３５０２－５７４７（夜間）

　　　　　　（担当者：○○）

E-mail:*********＠nm.maff.go.jp

※１．本調査各調査事項の記入回答箇所については、貴社内の整理上、最大限算

　　　出可能な数値を記入してください。

　２．なお、本調査で、貴社に設備投資がない場合においては「０」とご記入の

　　　上、ご返送ください。

食品産業企業設備投資動向調査票

調　査　の　一　般　的　事　項

農　林　水　産　省　食　料　産　業　局
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食品産業企業設備投資動向調査 

 

                  調 査 票 記 入 要 領 

 

                                                          平成２４年   月   日 

                                                         農林水産省食品製造卸売課 

 

 

〔一般的事項〕 

 

    １  調査時点    平成２４年３月３１日現在 
 
 
    ２  調査対象業種    別表「食品産業業種区分」の１５業種 
 
 
    ３  金額の単位    百万円（ただし、単位未満は四捨五入） 
 
 
    ４  年度の区分    会計年度（４月１日～３月３１日）を原則とします。 

                       なお、これにより難い場合は、貴社の本決算の属する年度として     

                      ください。 
 
 
    ５  提出期限    平成２４年８月１５日（水） 
 
 
    ６  提出先    郵便番号 100-8950 

                            東京都千代田区霞が関１－２－１ 

                              農林水産省食料産業局食品製造卸売課 

                              （同封の返信封筒をご使用ください。） 
 
 
    ７  問合わせ先    農林水産省食料産業局食品製造卸売課 ○○ 

 

                              電話  ０３－３５０２－８１１１（代表） 

                                              内線  ４１１２ 

                                    ０３－３５０２－５７４７（夜間） 

 

 

        ※１．本調査各調査事項の記入回答箇所については、貴社内の整理上、最大限算出可能

      な数値を記入してください。 

          ２．なお、本調査で、貴社に設備投資がない場合においては「０」とご記入の上、ご

      返送ください。 
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〔調査票ご記入に当たっての注意事項等〕 

 

Ａ票 

 

        Ａ票は、貴社全体（全ての部門の合計）の状況について記入してください。 

 

  １  企業の概要 

  (1) 従業員数 

 常時雇用している従業員数とし、臨時従業員は除いてください。 

  (2) 工場（店舗）数 

 別表「食品産業業種区分」において１から１４の業種については国内にある工場数のみ、

外食産業については国内にある店舗数のみを記入ください。 

 なお、洋上加工を行う船舶は、工場数に含まないでください。 

  (3) 本票作成者欄は必ず記入ください。 

 

 ２  営業業種 

  (1) 「食品産業業種」のみの記入としてください。 

  (2) 営業業種名は別表「食品産業業種区分」によることとしてください。 

  (3) 売上高構成比は、貴社全体の年間売上高に対する当該業種の年間売上高のおおよその比

   率を記入してください。 

  ３  取得設備投資額の内訳 

 貴社において平成２２、２３及び２４年度に取得した、又は取得予定の全社ベースの設備

投資実績及び計画（当該期間中の有形固定資産（建設仮勘定を含む。）の償却前の取得額）

について、設備投資を実施した以下の区分に沿ってその金額を記入してください。 

    （注１）投資額がない場合には、「０」と記入してください。 

    （注２）掲示された区分に分類し難いものは「その他」としてください。 

    （注３）建設仮勘定から本勘定への振替額は、二重計算にならないよう注意願います。 
 
 
 区分 

 
                  項目説明 

 
 建物・構築物 

 

 
工場、店舗、工場事務所、営業所等の建物、各種倉庫、屋外タンク、 

屋外製造施設等 
 
 機械・装置 

   (生産設備に限る) 

 
工場内、店舗内、営業所内等にある生産（原料処理、加工、包装等） 

に係る機械・装置 
 
 試験研究施設･設備 

 

 
試験研究所建物、試験研究・分析のための機械・装置、試作用ミニプ 

ラント等 
 
 

 
 うちバｲｵﾃｸﾉﾛジｰ関係 

 
上記のうちバイオテクノロジーに関する試験研究を目的とするもの 

 
 情報関連施設･設備 

 

 
受発注処理等各種情報の収集・処理・分析を主目的とする事業所建物、

機械・装置（コンピュータ、端末機等）等 
 
 環境保全施設･設備 

 

 
排水処理施設・装置、廃棄物処理施設・装置、煤煙防止装置、廃棄物 

再利用施設・装置等 
 
 土地の取得 

 
本社、工場、店舗、営業所、社宅等の敷地 

 
 その他 
 

 
上記の区分に該当しないもの 
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  ４  長期資金調達・運用状況 

 各資金調達・運用項目の内容については、下記の説明を参照ください。 

  （注１）資金調達の内訳は、全て純増減ベースで記入してください。従って、社債、借入金で

    償還超過となる場合は、資金調達額はマイナスとなり、金額の頭に▲を表示してくださ

    い。 

  （注２）長期資金運用額合計と長期資金調達額合計は一致させてください。 
 

資金調達・運用項目 
 
                 項目説明 

 
取得設備投資所要資金

 
 現金支払ベース設備投資所要資金額 

 
 投融資 

 

 
 長期性の投融資（固定資産に含まれる投融資）の純増減額（新規

投融資額－回収額） 
 
 短期資金への振替 

 

 

 

 

 
 長期で調達した資金のうち短期資金(運転資金等)に充当したもの

（注）逆に短期で調達した資金を長期資金に充当した場合には、そ

  の金額はマイナスとなり、▲を金額の頭に付けてください。な

  お、本欄は資金調達合計額の過不足の場合の調整欄としてお使

  いください。 
 
  株式 

 
 株式発行によるプレミアム分を含む手取り額 

 
  社債 

 
 社債発行による純増減額（新規発行額－償還額） 

 
 
 
 

 

 

 
 
 
 うち 国内社債 

 

 

 
 国内において募集した社債の純増減額 
 
（注）株式転換権あるいは新株引受権（現金払込みを除く。）行使

  時の株式増加分が、二重計算にならないように注意してくださ

  い。 
 
  借入金 

 
 金融機関等からの長期性借入金の純増減額(新規借入金－返済額)

 
 

 
 
 
 

 

 

 

 
  政府系金融機関 

 
 

 
 日本政策投資銀行、日本政策金融公庫、商工組合中央金庫、公害

防止事業団、地域振興整備公団等からの円貨による借入純増減額 
 

 
  民間金融機関 

 

 

 

 
 農林中央金庫、信用農業協同組合連合会、信用漁業協同組合連合

会、長期信用銀行（日本興業銀行、新生銀行、あおぞら銀行）、都

市銀行、地方銀行、第二地方銀行、信託銀行、その他（在日外国銀

行、信用金庫、保険会社等）からの円貨による借入純増減額 
 
 自己資金 
 

 
 内部留保、減価償却等の合計額 
 

  ５  研究開発費 

(1) 「研究開発費」は、貴社における全社ベースの 22～24 年度の研究開発投資（研究開発 

機器等の有形固定資産の取得額）に加え、研究開発のために要した人件費、原材料費、

その他の経費を含めたものを記入してください。 

  (2) 「研究開発投資額」は、「研究開発費」の内数として研究開発機器等の有形固定資産の 

取得額を記入してください。 

   

  ６  海外直接投資動向 

 各設問に対し、該当する番号に１つだけ○印を記入してください。 
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Ｂ票 

 

 

        Ｂ票は、別表「食品産業業種区分」に該当する業種で、企業全体売上高に対する売 

   上高構成比が２０％以上の営業業種のうち、上位２業種について作成してください。 

        また、共通設備工事、本社建物の建設工事等について、業種分割が困難である場合には、

      貴社の主たる業種に合算して記入してください。 

 

  ◯  取得設備投資額（投資目的別取得設備投資額） 

 貴社において各年度に取得した、又は取得予定の設備投資実績額及び計画額（当該期間中

の有形固定資産（建設仮勘定を含む。）の償却前の取得額）を記入してください。 

  （注１）記入に当たっては、当該業種に係る取得設備投資額のみを記入してください。 

  （注２）建設仮勘定から本勘定への振替額は、二重計算にならないよう注意してください。 

 （注３）投資目的別取得設備投資額（取得設備投資額の内訳）は、下記の目安に従って分類し

    てください。なお、掲示された目的に分類しがたいものは「その他」としてください。 

 
 

区分 

 

分 類 の 目 安 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

  生産設備投資 
 

 
 

 
 

 
 

 

 

  ◯ 生産力を拡大するための工場、機械等の新設及び増設、又は 
 

   店舗網の拡大等 
 

  ◯ 建物、機械装置等について、本体は取り換えないで部分的に 
 

   行う補修工事、老朽化、陳腐化等による工場、店舗等の建て替 
 

  え、生産設備の代替等 
 

  ◯ 生産（販売）数量等の極度の増加を招かず、一方でコスト・ 
 

    ダウンが図られる設備の導入等（ＦＡ、ＯＡ等コンピュータの 
 

  導入等、生産、販売、管理の各部門における合理化、省力化を主
 

  導目的とした投資） 
 

 
 
 
 環境保全投資 
 
 
 

 

 ◯ 排水処理、産業廃棄物処理、大気汚染防止、産業廃棄物再利 
 
  用等、公害防止、リサイクルを主目的とする設備の導入、増設 
 
  ◯ 廃エネルギー回収、石炭転換等省エネ・代エネを主目的とす 
 
   る設備の導入 

 
 
  研究開発 

 

 
 ◯ 研究開発（基礎研究、応用研究、開発研究）を主目的とする 
 

  施設の設置、機械の導入等 
 
 

  その他 
 

 

 
 

 ◯ 上記の分類に該当しない投資（従業員の福利厚生施設等） 
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